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令和４年度第２０回庁議提案  審議・報告・その他 

                    提 出 日：令和５年１月２４日 

                    担当部・課：保健福祉部健康推進課 〔内線２４２１〕 

                          保健福祉部子育て支援課〔内線２５５２〕 

① 件  名 

出産・子育て応援交付金事業の実施について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

妊婦や低年齢期の子育て家庭に寄り添い、出産・育児等の見通しを立てるための面談や継続的な情

報発信等を行うことを通じて必要な支援につなぐ伴走型相談支援の充実を図るとともに、妊娠届出や

出産届出を行った妊婦等に対し、出産育児関連用品の購入費や子育て支援サービスの利用料の負担軽

減を図る経済的支援を一体とする事業を支援する交付金が創設された。 

【目的】 

妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応じ、様々なニーズに即した必要な支援につな

ぐ伴走型の相談支援を充実するとともに、経済的支援を図る。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

 （国）伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業実施要綱 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕】 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

令和４年１１月 物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策について閣議決定 

厚生労働省子ども家庭局から通知 

     １２月 令和４年度第２次補正予算成立（国） 

         令和５年度当初予算案について閣議決定 

⑤ 主な内容 

妊婦や子育て家庭等への支援として、伴走型相談支援や経済的支援を一体的に実施する。 

１ 基 準 日 令和４年４月１日 

２ 対 象 者 妊婦及び乳児を養育する子育て世帯 

３ 伴走型相談支援 

出産・育児等の見通しを立てるための面談や継続的な情報発信等を行うことを通じて必要な

支援につなぐ。 

時  期 面談等 

① 妊娠初期（妊娠届出時） 面談・アンケート 

② 妊娠後期（妊娠８か月頃） アンケート(希望により面談) 

③ 出産後（新生児訪問時） 面談・アンケート 

４ 経 済 的 支 援 

以下のとおり給付金を支給し、子育て家庭の経済的負担の軽減を図る。 

対象者 支給金額 見込数 

上記３①妊娠届出時に面談等を実施した妊婦 ５万円 ８００人 

上記３③出産届出後に面談等を実施したこどもを養育している者 ５万円 ８００人 

基準日以降事業開始前に妊娠届を提出した妊婦(遡及者) ５万円 ４５０人 

基準日以降事業開始前に出産したこどもを養育している者(遡及者) １０万円 ７５０人 

※上記の支給金額は、こども一人当たりの金額。 
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⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 

妊婦や子育て家庭が、より安心して出産・子育てができるように生活支援を図ることができる。 

 

【市財政への負担】 

 令和４年度 １０３，６６５千円 

予
算
内
訳 

事業費（扶助費） ９７，５００千円 

事務費（システム改修費） ５，５００千円 

事務費（通信運搬費等） ６６５千円 

   [伴走型相談支援・経済的支援] 

財 

源 

令和４年度出産・子育て応援交付金(国 2/3、県 1/6) ８１，８０３千円 

令和４年度出産・子育て応援交付金システム改修(国 10/10) ２，０００千円 

一般財源 １９，８６２千円 
 

令和５年度  ８５，１８１千円 

予
算
内
訳 

事業費（扶助費） ８０，０００千円 

事務費（報酬費） ３，９６８千円 

事務費（通信運搬費等） １，２１３千円 

[伴走型相談支援] 

財 

源 

令和４年度出産・子育て応援交付金（繰越分）(国 2/3、県 1/6) ２，０８０千円 

令和５年度出産・子育て応援交付金（国 1/2、県 1/4） １，８７２千円 

一般財源 １，０４０千円 

   [経済的支援] 

財 

源 

令和４年度出産・子育て応援交付金（繰越分）（国 2/3、県 1/6） ３３，４１１千円 

令和５年度出産・子育て応援交付金（国 2/3、県 1/6） ３３，４１１千円 

一般財源 １３，３６７千円 

  

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

 他の市区町村においても、同様の事業を実施する。 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

令和５年２月 市議会第１回定例会において関係予算案について提案 

３月 石巻市出産・子育て応援支援金事業実施要綱制定 

 （施行予定年月日：告示の日から施行） 

 市ホームページ及び市報により周知するほか、対象者へ通知する。 

４月 支給開始 

⑨ その他 

 

 


